資料

6月19日
· 皇居外苑使用不許可事件（昭和28・12・23最高裁判決）
・・・されば、上告人の本訴請求は、同日の経過により判決を求める法律上

の利益を喪失したものといわなければならない。・・・
（なお、念のため、・・・たとえ皇居前広場が本件集会及び示威行進に使用することができなくなつたとしても、本件不許可処分が憲法二一条及び二八条違反であるということはできない。以上述べたところにより、本件不許可処分には所論のような違法は認められない。）

· 自衛隊イラク派兵違憲訴訟（平成20・4・17名古屋高裁判決）
[平和的生存権について]

このような平和的生存権は，現代において憲法の保障する基本的人権が平和の基盤なしには存立し得ないことからして，全ての基本的人権の基礎にあってその享有を可能ならしめる基底的権利であるということができ，単に憲法の基本的精神や理念を表明したに留まるものではない。法規範性を有するというべき憲法前文が上記のとおり「平和のうちに生存する権利」を明言している上に，憲法９条が国の行為の側から客観的制度として戦争放棄や戦力不保持を規定し，さらに，人格権を規定する憲法１３条をはじめ，憲法第３章が個別的な基本的人権を規定していることからすれば，平和的生存権は，憲法上の法的な権利として認められるべきである。そして，この平和的生存権は，局面に応じて自由権的，社会権的又は参政権的な態様をもって表れる複合的な権利ということができ，裁判所に対してその保護・救済を求め法的強制措置の発動を請求し得るという意味における具体的権利性が肯定される場合があるということができる。例えば，憲法９条に違反する国の行為，すなわち戦争の遂行，武力の行使等や，戦争の準備行為等によって，個人の生命，自由が侵害され又は侵害の危機にさらされ、あるいは，現実的な戦争等による被害や恐怖にさらされるような場合，また，憲法９条に違反する戦争の遂行等への加担・協力を強制されるような場合には，平和的生存権の主として自由権的な態様の表れとして，裁判所に対し当該違憲行為の差止請求や損害賠償請求等の方法により救済を求めることができる場合があると解することができ，その限りでは平和的生存権に具体的権利性がある。

　なお，「平和」が抽象的概念であることや，平和の到達点及び達成する手段・方法も多岐多様であること等を根拠に，平和的生存権の権利性や，具体的権利性の可能性を否定する見解があるが，憲法上の概念はおよそ抽象的なものであって，解釈によってそれが充填されていくものであること，例えば「自由」や「平等」ですら，その達成手段や方法は多岐多様というべきであることからすれば，ひとり平和的生存権のみ，平和概念の抽象性等のためにその法的権利性や具体的権利性の可能性が否定されなければならない理由はないというべきである。

[別紙より控訴人らの請求] 
（６）控訴人らの請求

ア　本件差止請求

　これまで述べてきたように，自衛隊を海外に派遣し，外国軍と一体となって戦争遂行に加わる本件派遣は，憲法９条に明白に違反し，平和的生存権の一内容である控訴人Ａらの「戦争や武力行使をしない日本に生存する権利」を重大かつ根本的に侵害する場合に当たる。

　もし，ひとたび「戦争や武力行使をしない日本に生存する権利」が侵害された場合，その侵害行為を排除することができなければ，この権利を回復することは不可能である。この権利侵害の救済に当たっては，人格権侵害の排除の場合と同様に，侵害行為の差止めが認められるべきである。

　したがって，控訴人Ａらは，「戦争や武力行使をしない日本に生存する権利」の侵害を根拠に，民事訴訟上の請求として，今後，順次なされる自衛隊のイラクへの派兵の差止めを求める。

イ　本件違憲確認請求

　これまで述べてきたように，本件派遣が，憲法９条等に反することは明らかである。

　したがって，控訴人Ａらは，民事訴訟上の請求として，本件派遣が違憲であることの確認を求める。

ウ　本件損害賠償請求

　控訴人らは，自衛隊を海外に派遣し，外国軍と一体となって戦争遂行に加わる本件派遣という国家行為によって憲法の基本理念である平和主義を侵害されたことで，自らの種々の自由や権利を侵害され，精神的苦痛を被ったのであるから，侵害行為の違法性，被侵害利益のいずれも明白である。

　国家賠償法１条１項の要件との関係で敷衍すれば，イラク特措法の立法及びその後の改正を行った国会議員，本件派遣を小泉首相（開始当時）及び内閣の構成員並びにその後の首相及び内閣の構成員は，憲法尊重擁護義務に違反しているのみならず，小泉首相（開始当時）及び内閣の構成員並びにその後の首相及び内閣の構成員は，イラク特措法にも反した処分行為を，それが違憲違法であることを認識しながら行い又は行った。

　そして，控訴人らは，日本政府が本件派遣を強行していることで，「戦争や武力行使をしない日本に生存する権利」を既に侵害されており，今後も，日本政府が自衛隊のイラク派兵を続けることにより，イラク市民を武力で抑圧する「加害者」となることを強いられ続け，これにより控訴人らは耐え難い精神的苦痛を受ける。この精神的苦痛を金銭に換算することはできないが，敢えて換算した場合，１万円を下回ることは決してない。

　したがって，控訴人らが受ける精神的苦痛の一部として控訴人一人につき，１万円の慰謝料を請求する。
[控訴人らの請求に対する裁判所の判断]

４　控訴人らの請求について

（１）控訴人Ａらの本件違憲確認請求について

　民事訴訟制度は，当事者間の現在の権利又は法律関係をめぐる紛争を解決することを目的とするものであるから，確認の対象は，現在の権利又は法律関係でなければならない。しかし，本件違憲確認請求は，ある事実行為が抽象的に違法であることの確認を求めるものであって，およそ現在の権利又は法律関係に関するものということはできないから，同請求は，確認の利益を欠き，いずれも不適法というべきである。

（２）控訴人Ａらの本件差止請求について

ア　民事訴訟としての適法性

　（中略）

イ　行政事件訴訟（抗告訴訟）としての適法性

　・・・しかしながら，本件派遣は控訴人Ａらに対して直接向けられたものではなく，本件派遣によっても，控訴人Ａらの生命，自由が侵害され又は侵害の危機にさらされ，あるいは，現実的な戦争等による被害や恐怖にさらされ，また，憲法９条に違反する戦争の遂行等への加担・協力を強制されるまでの事態が生じているとはいえないところであって，全証拠によっても，現時点において，控訴人Ａらの具体的権利としての平和的生存権が侵害されたとまでは認められない。そうすると，控訴人Ａらは，本件派遣にかかる防衛大臣の処分の取消しを求めるにつき法律上の利益を有するとはいえず，行政事件訴訟（抗告訴訟）における原告適格性が認められない。したがって，仮に本件差止請求にかかる訴えが行政事件訴訟（抗告訴訟）であったとしても，不適法であることを免れない。

（３）控訴人らの本件損害賠償請求について

　（中略）
　しかしながら，控訴人Ａらの本件差止請求に関して前述したのと同じく，本件派遣によっても，控訴人らの具体的権利としての平和的生存権が侵害されたとまでは認められないところであり，控訴人らには，民事訴訟上の損害賠償請求において認められるに足りる程度の被侵害利益が未だ生じているということはできない。
　よって，控訴人らの本件損害賠償請求は，いずれも認められない。

第４　結論

　以上のとおりであって，原判決は結論においていずれも正当であるから，控訴人らの本件控訴をいずれも棄却することとし，主文のとおり判決する。

· 議員定数不均衡訴訟（昭和51・4・14最高裁判決）
・・・（元来、右訴訟は、公選法の規定に違反して執行された選挙の効果を失わせ、改めて同法に基づく適法な再選挙を行わせること（同法一〇九条四号）を目的とし、同法の下における適法な選挙の再実施の可能性を予定するものであるから、同法自体を改正しなければ適法に選挙を行うことができないような場合を予期するものではなく、したがつて、右訴訟において議員定数配分規定そのものの違憲を理由として選挙の効力を争うことはできないのではないか、との疑いがないではない。しかし、右の訴訟は、現行法上選挙人が選挙の適否を争うことのできる唯一の訴訟であり、これを措いては他に訴訟上公選法の違憲を主張してその是正を求める機会はないのである。およそ国民の基本的権利を侵害する国権行為に対しては、できるだけその是正、救済の途が開かれるべきであるという憲法上の要請に照らして考えるときは、前記公選法の規定が、その定める訴訟において、同法の議員定数配分規定が選挙権の平等に違反することを選挙無効の原因として主張することを殊更に排除する趣旨であるとすることは、決して当を得た解釈ということはできない。）
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